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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外装を構成するケース本体と、
　被写体像を前記ケース本体の内部に導く撮影光学系と、
　前記撮影光学系で導かれた像を撮像する撮像素子と、
　前記ケース本体に揺動可能に設けられ前記撮像素子で撮像された画像を表示するディス
プレイパネルと、
　前記ケース本体に組み込まれその挿脱口が前記ケース本体の表面に露出する外部機器接
続用のコネクタとを備え、
　前記ディスプレイパネルは、前記ディスプレイパネルの表示面が視認可能な使用位置と
、前記ディスプレイパネルの表示面をケース本体の面に合わせた収納位置との間で揺動可
能に設けられた撮像装置であって、
　前記挿脱口を開閉するカバーが設けられ、
　前記カバーを移動させる操作部材が前記ケース本体に設けられ、
　前記挿脱口は、前記ディスプレイパネルが前記収納位置に位置した状態で、前記ディス
プレイパネルの外側に露出する前記ケース本体の箇所に設けられ、
　前記操作部材と前記カバーは、硬質な合成樹脂により一体成形され、
　前記操作部材は、前記ケース本体の面に沿って第１の位置と第２の位置との間で往復直
線移動可能に設けられ、
　前記操作部材が前記第１の位置に位置した状態で前記カバーは前記挿脱口を閉塞する閉
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位置となり、前記操作部材が第２の位置に位置した状態で前記カバーは前記挿脱口を開放
し前記ケース本体の内部に退避する開位置となり、
　前記コネクタおよびその挿脱口は複数設けられ、それら複数の挿脱口は前記操作部材が
往復移動される方向と直交する方向に並べられて配置され、
　前記カバーは単一で、この単一のカバーにより前記複数のコネクタの挿脱口が開閉され
る、
　ことを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は、前記ディスプレイパネルが前記収
納位置に位置した状態で前記ディスプレイパネルにより覆われる箇所である、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項３】
　前記操作部材が前記第１の位置から前記第２の位置に向かって移動し前記第１の位置と
前記第２の位置との中間の箇所を越えた際に、前記操作部材を第２の位置に付勢し、かつ
、前記操作部材が前記第２の位置から前記第１の位置に向かって移動し前記第１の位置と
前記第２の位置との中間の箇所を越えた際に、前記操作部材を第１の位置に付勢するトグ
ルばねが設けられている、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記挿脱口および前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は前記ケース本体の
側面であり、
　前記操作部材は、前記第１の位置と前記第２の位置との間で上下に往復直線移動し、
　前記カバーは、前記閉位置と前記開位置との間で上下に往復直線移動する、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項５】
　前記操作部材は、操作部材用板部に突出形成され、
　前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は前記ケース本体の側面であり、
　前記ケース本体の側面に溝が延在形成され、
　前記ケース本体の内部で前記ケース本体の側面の内側に前記操作部材用板部が配置され
ると共に前記操作部材が前記溝内に配置されて前記ケース本体の側面上に露出し前記溝の
延在方向に沿って第１の位置と第２の位置との間で往復移動可能に設けられ、
　前記操作部材が前記第１の位置と第２の位置との間で往復移動する間、前記操作部材用
板部は、前記操作部材が位置する箇所を除く前記溝の残りの部分を閉塞する、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項６】
　前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は前記ケース本体の側面であり、
　前記ケース本体の側面に溝が上下に延在形成され、
　前記操作部材は前記溝内に該溝に沿って上下に往復移動可能に設けられている、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項７】
　前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は前記ケース本体の側面であり、
　前記ケース本体の側面に凹部が形成され、
　前記凹部の底面に溝が延在形成され、
　前記操作部材は前記側面の内側に配設されかつその先部が前記溝を通り前記側面の外側
に突出するように前記溝内に該溝に沿って往復移動可能に設けられ、
　前記操作部材の先端は、前記凹部の周囲を構成する前記側面と同じ高さか、または前記
側面よりも前記凹部の底面方向に変位して設けられている、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項８】
　前記挿脱口は、前記ディスプレイパネルが前記収納位置に位置した状態で前記ディスプ
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レイパネルの下方に位置する前記ケース本体の側面の下部に設けられ、
　前記操作部材が設けられる前記ケース本体の箇所は前記ケース本体の側面であり、
　前記ケース本体の側面に凹部が形成され、
　前記凹部の底面に溝が上下に延在形成され、
　前記操作部材は前記側面の内側に配設されかつその先部が前記溝を通り前記側面の外側
に突出するように前記溝内に該溝に沿って上下に往復移動可能に設けられ、
　前記第１の位置は、前記溝の下端であり、前記第２の位置は、前記溝の上端である、
　ことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多くの場合、ビデオカメラなどの撮像装置は、テレビジョン装置やコンピュータなどの
外部機器に接続して音声信号やビデオ信号などをやり取りするためのケーブル接続用のコ
ネクタを備えている。
　そして、撮像装置側のコネクタにはカバーが着脱可能に設けられ、コネクタを塵埃から
保護するようにしている。
　従来のこの種のカバーは、柔軟性を有する合成樹脂やゴムで細長の板状に形成され、カ
バーを指で把持してコネクタに係脱させており、また、紛失を防止するため、カバーから
延出された取り付け片がケースに取着されている（特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００５－１８４６６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上述した従来技術では、カバーを撮像装置側のコネクタと係脱する際の
操作が煩雑であり、カバーを撮像装置側のコネクタから外すとカバーが取り付け片を介し
てケースからぶら下がった状態となるため、ケーブルのコネクタを撮像装置のコネクタに
接続する際のじゃまになり、また、見栄えも悪いという問題があった。
　本発明はこのような事情に鑑みなされたもので、その目的は、コネクタの挿脱時の操作
性を向上する上で有利な撮像装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上述の目的を達成するため、本発明は、外装を構成するケース本体と、被写体像を前記
ケース本体の内部に導く撮影光学系と、前記撮影光学系で導かれた像を撮像する撮像素子
と、前記ケース本体に揺動可能に設けられ前記撮像素子で撮像された画像を表示するディ
スプレイパネルと、前記ケース本体に組み込まれその挿脱口が前記ケース本体の表面に露
出する外部機器接続用のコネクタとを備え、前記ディスプレイパネルは、前記ディスプレ
イパネルの表示面が視認可能な使用位置と、前記ディスプレイパネルの表示面をケース本
体の面に合わせた収納位置との間で揺動可能に設けられた撮像装置であって、前記挿脱口
を開閉するカバーが設けられ、前記カバーを移動させる操作部材が前記ケース本体に設け
られ、前記挿脱口は、前記ディスプレイパネルが前記収納位置に位置した状態で、前記デ
ィスプレイパネルの外側に露出する前記ケース本体の箇所に設けられ、前記操作部材と前
記カバーは、硬質な合成樹脂により一体成形され、前記操作部材は、前記ケース本体の面
に沿って第１の位置と第２の位置との間で往復直線移動可能に設けられ、前記操作部材が
前記第１の位置に位置した状態で前記カバーは前記挿脱口を閉塞する閉位置となり、前記
操作部材が第２の位置に位置した状態で前記カバーは前記挿脱口を開放し前記ケース本体
の内部に退避する開位置となり、前記コネクタおよびその挿脱口は複数設けられ、それら
複数の挿脱口は前記操作部材が往復移動される方向と直交する方向に並べられて配置され
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、前記カバーは単一で、この単一のカバーにより前記複数のコネクタの挿脱口が開閉され
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明によれば、操作部材を操作することにより、カバーによってコネクタの挿脱口を
簡単に開閉でき、操作性を向上させる上で有利となる。
　また、カバーが開位置に位置している場合、カバーがケース本体内に収容されるため、
カバーが撮像装置側のコネクタにケーブルのコネクタを挿脱する際にじゃまになることが
なく、コネクタ同士を挿脱する際の操作性を向上させる上で有利となる。
　また、カバーが閉位置に位置している場合には、カバーとケース本体とが一体的な外観
を呈し、カバーが開位置に位置している場合には、カバーがケース本体の外側にぶらさが
ることがないので、撮像装置のデザイン性を高める上で有利となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　次に、本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。
　図１乃至図３は実施の形態の撮像装置１０の構成を示す斜視図である。
　図５は撮像装置１０の左側面図、図６は図５のＡ矢視図、図７は図５のＢ矢視図、図８
は図５のＣ矢視図、図９は図６のＤ矢視図である。
　図１乃至図８に示すように、本実施の形態では、撮像装置１０はハイビジョン方式（Ｈ
ＤＴＶ（High Definition television）方式）、すなわちＨＤＶ規格で撮像を行うビデオ
カメラである。
　撮像装置１０の外装を構成するケース本体１２（筐体）は、左右方向の幅よりも大きな
寸法の前後方向の長さおよび上下方向の高さを有している。なお、本明細書において左右
は、撮像装置１０を後方から見た状態でいうものとし、また、光学系の光軸方向で被写体
側を前方といい、撮像素子側を後方という。
　ケース本体１２の上部の前部には、撮影光学系１４が組み込まれたレンズ鏡筒１６が前
後に延在し、その前部がケース本体１２の前面に臨むように設けられ、したがって、被写
体像はケース本体１２の前部からケース本体１２の内部に導かれる。
　レンズ鏡筒１６の後端には撮影光学系１４によって導かれた被写体像を撮像する撮像素
子１８（図４参照）が設けられている。
　ケース本体１２の左側部には、撮像素子１８によって撮像された被写体像などを表示す
るためのディスプレイパネル２０が開閉可能に設けられている。
　図３に示すように、ケース本体１２の右側部には、画像データや音声データを記録する
ディスク状記録媒体２（図４参照）が装脱可能に装着されるディスク装着部２４が設けら
れ、ディスク装着部２４は開閉蓋２５により開閉される。開閉蓋２５はケース本体１２の
右側面に揺動可能に設けられ、図３において符号Ｏ３は、開閉蓋２５の揺動軸心を示す。
　ディスク装着部２４は、ケース本体１２の右側面に設けられた凹部１３を含んで構成さ
れている。
　凹部１３は、ディスク状記録媒体２よりも大きい輪郭の底面１３０２と、底面１３０２
から起立する側面１３０４とを有している。
　底面１３０２の中央には、ディスク状記録媒体２の中心孔に係脱し不図示のスピンドル
モータによって回転駆動されるチャッキング部（ターンテーブル）２４０２が設けられ、
また、底面１３０２には、底面１３０２の開口を通してディスク状記録媒体２に光ビーム
を照射することでディスク状記録媒体２に信号（データ）を記録および／または再生を行
う光ピックアップ２４０４が設けられている。
　また、開閉蓋２５は、ディスク装着部２４を閉塞する閉塞位置で後述するロック機構６
２（図３０参照）によりロックされ、また、ロックが解除されることで閉塞位置から開放
位置への揺動が許容されるように構成されている。
　開閉蓋２５は、閉塞位置でディスク装着部２４に対面する本体板部２５０２と、本体板
部２５０２の周縁から屈曲された周面板部２５０４とを有し、開閉蓋２５の閉塞位置で、
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側面１３０４と周面板部２５０４とが近接して対向する。
　ケース本体１２の右側面には、前後方向に延在するグリップベルト２６が設けられてい
る。
　ケース本体１２の上面前部には、音声を収音するためのマイクロフォン２８が設けられ
ている。
　ケース本体１２の上面後部には、ディスプレイ２９０２（図４参照）が組み込まれた電
子式ビューファインダー装置２９が設けられている。
　図２に示すように、撮像装置１０のケース本体１２には、撮影にまつわる種々の機能を
実行するための操作スイッチとして、電源スイッチ３０Ａ、静止画撮影用スイッチ３０Ｂ
、ズーム用スイッチ３０Ｃ、モード切り換え用スイッチ３０Ｄ、動画撮影用スイッチ３０
Ｅなどが設けられている。また、ディスプレイパネル２０には、パネル側動画撮影用スイ
ッチ３２Ａ、パネル側ズーム用スイッチ３２Ｂ、メニュー操作用スイッチ３２Ｃが設けら
れている。また、図３に示すように、ケース本体１２の上面でディスク装着部２４近傍の
箇所には蓋開放スイッチ６４が設けられている。
【０００７】
　図４は撮像装置１０の制御系の構成を示すブロック図である。
　図４に示すように、撮像装置１０には、映像信号用増幅回路１００、画像データ処理部
１０２、マイクロフォン用増幅回路１０４、音声データ処理回路１０５、スピーカ２２、
出力用増幅回路１０６、記録再生回路１０８、コントロール回路１１０、記録再生機構１
１２、ドライブ回路１１４、インターフェース回路１１６、メモリカード用スロット１１
８、ズーム駆動部１２０、インターフェース回路１２２、第１乃至第３のコネクタ１２４
、１２６、１２８が設けられている。
　撮像素子１８で生成された撮像信号は映像信号用増幅回路１００で増幅され、画像デー
タ処理部１０２に供給される。
　画像データ処理部１０２は、撮像信号に所定の信号処理を行うことで、動画データおよ
び静止画データを生成し、記録再生回路１０８に供給される。
　マイクロフォン２８で収音された音声信号はマイクロフォン用増幅回路１０４で増幅さ
れ、音声データ処理回路１０５によって所定の信号処理がなされ音声データとして記録再
生回路１０８に供給される。
【０００８】
　記録再生回路１０８は、画像データ処理部１０２から供給された動画データおよび静止
画データや音声データ処理回路１０５から供給された音声データをコントロール回路１１
０の制御にしたがって記録再生機構１１２に供給し、記録再生機構１１２は動画データお
よび静止画データや音声データを記録媒体としてのディスク状記録媒体２に記録する。記
録再生機構１１２は光ピックアップ２４０４や前記スピンドルモータを備えている。
　本実施の形態では、ディスク状記録媒体２としてＤＶＤ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶＤ＋
ＲＷなどの光ディスクを用いるが、ディスク状記録媒体としては、上述した光ディスク以
外の光ディスク、あるいは、光磁気ディスクであってもよいことは無論である。
　また、記録再生回路１０８は、画像データ処理部１０２から供給された動画データおよ
び静止画データや音声データ処理回路１０５から供給された音声データをインターフェー
ス回路１１６を介してメモリカード用スロット１１８に装着された記録媒体としてのメモ
リカード４に記録する。
　また、記録再生回路１０８は、画像データ処理部１０２から供給された動画データおよ
び静止画データを、ドライブ回路１１４を介してディスプレイパネル２０、２９０２に供
給して画像の表示を行わせる。
　また、記録再生回路１０８は、インターフェース回路１１６を介してメモリカード４か
ら供給される動画データおよび静止画データを、ドライブ回路１１４を介してディスプレ
イパネル２０、２９０２に供給して画像の表示を行わせるとともに、インターフェース回
路１１６を介してメモリカード４から供給される音声データを出力用増幅回路１０６を介
してスピーカ２２に供給して音声の出力を行わせる。



(6) JP 4264555 B2 2009.5.20

10

20

30

40

50

　また、記録再生回路１０８は、記録再生機構１１２によりディスク状記録媒体２から再
生された動画データおよび静止画データを、ドライブ回路１１４を介してディスプレイパ
ネル２０、２９０２に供給して画像の表示を行わせるとともに、記録再生機構１１２によ
りディスク状記録媒体２から再生された音声データを出力用増幅回路１０６を介してスピ
ーカ２２に供給して音声の出力を行わせる。
【０００９】
　コントロール回路１１０は、電源スイッチ３０Ａの操作に基づいて撮像装置１０の電源
のオン、オフを行う。
　コントロール回路１１０は、静止画撮影用スイッチ３０Ｂの操作に基づいて画像データ
処理部１０２および記録再生回路１０８に指令を与えることにより、画像データ処理部１
０２から供給される静止画データを記録再生回路１０８を介して記録再生機構１１２に供
給することで静止画データをディスク状記録媒体２に記録させる。言い換えると、静止画
撮影用スイッチ３０Ｂは、いわゆるシャッタボタンとして機能している。
　コントロール回路１１０は、ズーム用スイッチ３０Ｃの操作に基づいてズーム駆動部１
２０に指令を与えることにより、撮影光学系１４の可動レンズを移動させることにより、
撮影光学系１４のズーム率を変化させる。
　コントロール回路１１０は、モード切り換え用スイッチ３０Ｄの操作に基づいて画像デ
ータ処理部１０２に指令を与えることにより、画像データ処理部１０２によって動画デー
タを生成させる動画撮影モードと、画像データ処理部１０２によって静止画データを生成
させる静止画撮影モードとを切り換える。
　なお、動画撮影モードでは、画像データ処理部１０２で生成された動画データが記録再
生回路１０８を介してディスク状記録媒体２またはメモリカード４に記録され、静止画撮
影モードでは、画像データ処理部１０２で生成された静止画データが記録再生回路１０８
を介してディスク状記録媒体２またはメモリカード４に記録される。
　コントロール回路１１０は、動画撮影用スイッチ３０Ｅの操作に基づいて動画データの
記録の開始、記録の停止を行わせる。すなわち、コントロール回路１１０は、動画撮影用
スイッチ３０Ｅの操作に基づいて画像データ処理部１０２および記録再生回路１０８に指
令を与えることにより、画像データ処理部１０２からに供給される動画データを記録再生
回路１０８を介して記録再生機構１１２に供給することで動画データをディスク状記録媒
体２に記録させる動作を開始させ、あるいは、その動作を停止させる。言い換えると、動
画撮影用スイッチ３０Ｅは、いわゆる撮影スタート／ストップの操作部材として機能して
いる。
　また、パネル側動画撮影用スイッチ３２Ａ、パネル側ズーム用スイッチ３２Ｂ、メニュ
ー操作用スイッチ３２Ｃはコントロール回路１１０に接続されている。パネル側動画撮影
用スイッチ３２Ａは動画撮影用スイッチ３０Ｅと同様の機能を有し、パネル側ズーム用ス
イッチ３２Ｂはズーム用スイッチ３０Ｃと同様の機能を有している。また、メニュー操作
用スイッチ３２Ｃは、ディスプレイパネル２０に表示されるメニューの階層を最上位の階
層に直接戻すために操作されるスイッチである。
【００１０】
　インターフェース回路１２２は記録再生回路１０８で再生された音声データおよび画像
データを所定の信号形式に変換して、外部機器接続用の第１乃至第３のコネクタ１２４、
１２６、１２８を介してテレビジョン装置、ＨＤＤレコーダー、パーソナルコンピュータ
など外部機器に出力するものである。本実施の形態では、第１のコネクタ１２４はアナロ
グ映像信号およびアナログ音声信号を出力するコネクタであり、第２のコネクタ１２６は
コンポーネント映像信号を出力するＤ端子と称されるコネクタであり、第３のコネクタ１
２８はＨＤＭＩ（High Definition Multimedia Interface）規格のコネクタである。
【００１１】
　図１０はディスプレイパネル２０の平面図である。
　図１０に示すように、ディスプレイパネル２０は長方形板状（矩形板状）を呈するパネ
ル用ケース３４に収容されている。
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　パネル用ケース３４は、厚さと、前記厚さよりも大きな寸法の幅と、前記幅よりも大き
な寸法の長さを有する長方形板状（矩形板状）を呈し、パネル用ケース３４の長さ方向の
端部である前端に位置する辺部分が、ヒンジ３５を介して前端（長辺の延在方向の一端）
を支点として左右方向に揺動可能に、かつ、不図示の枢軸を介して回転可能に支持されて
いる。
　ヒンジ３５は、ケース本体１２とパネル用ケース３４とを連結する第１の軸Ｐ１（図１
参照）と第２の軸Ｐ２（図１参照）を含んで構成されている。
　さらに詳細に説明すると、図２に示すように、パネル用ケース３４の前端上下は、撮像
装置１０の上下方向に沿って延在する第１の軸Ｐ１を中心に揺動可能に（本実施の形態で
は９０度の範囲で揺動可能に）、かつ、パネル用ケース３４の前端の上下中央部は、第１
の軸Ｐ１と直交し水平方向に延在する第２の軸Ｐ２を中心に回転可能に（本実施の形態で
は２７０度の範囲で回転可能に）支持され、符号Ｏ１、Ｏ２はそれぞれ第１の軸Ｐ１の軸
心と第２の軸Ｐ２の軸心を示している。
　パネル用ケース３４は外面３４０２と内面３４０４を有している。
　内面３４０４は、表示面２００２の周囲を囲む矩形枠状を呈し、この内面３４０４に撮
影にまつわる操作部材が配置されている。本実施の形態では、操作部材はパネル側動画撮
影用スイッチ３２Ａ、パネル側ズーム用スイッチ３２Ｂ、メニュー操作用スイッチ３２Ｃ
である。また、本実施の形態では、図２に示すように、それらスイッチ３２Ａ、３２Ｂ、
３２Ｃは、下側の長辺に配置され、図２６に示すように、それらスイッチ３２Ａ、３２Ｂ
、３２Ｃは後述する第２の使用位置でディスプレイパネル２０の上方に位置する。
　外面３４０２は、内面３４０４と反対側に位置し、前記第２の軸Ｐ２の軸心Ｏ２の仮想
延長線に直交する面で切った断面が湾曲面をなしている。本実施の形態では、この湾曲面
は、軸心Ｏ２と平行する仮想軸を中心とした円筒面である。
　パネル用ケース３４が後述する収納位置（イ）（図１参照）に位置した状態で、外面３
４０２は、収容凹部１２０２の周囲の側面箇所と連続する面上を延在するように形成され
ている。
　パネル用ケース３４は、収納位置（イ）と、第１の使用位置（ロ）と、第２の使用位置
（ハ）との間で移動する。
　すなわち、パネル用ケース３４は、第１の軸Ｐ１を中心に揺動してパネル用ケース３４
がケース本体１２に対して閉じ表示面２００２がケース本体１２の後述する収容凹部１２
０２の底面１２０２Ａ（収納面）に近接する収納位置（イ）となる。
　また、収納位置（イ）からパネル用ケース３４が第１の軸Ｐ１を中心に揺動してケース
本体１２に対して開き表示面２００２が視認可能となる第１の使用位置（ロ）（図２、図
３参照）となる。
　また、第１の使用位置（ロ）において第２の軸Ｐ２を中心に１８０度回転しかつ第１の
軸Ｐ１を中心に揺動してパネル用ケース３４がケース本体１２に対して閉じ外面３４０２
が底面１２０２Ａに近接して表示面２００２が視認可能となる第２の使用位置（ハ）とな
る。
　第１、第２の使用位置（ロ）、（ハ）では表示面２００２は視認可能である。
【００１２】
　本実施の形態では、図２に示すように、ケース本体１２の左側面に収容凹部１２０２が
設けられ、本実施の形態では、収容凹部１２０２の底面１２０２Ａは、ケース本体１２左
側面の一部を構成している。
　収納位置（イ）と第２の使用位置（ハ）においてパネル用ケース３４が収容凹部１２０
２に収容され、収納位置（イ）においてディスプレイパネル２０の表示面２００２が収容
凹部１２０２の底面１２０２Ａに臨み、第２の使用位置（ハ）においてパネル用ケース３
４の外面３４０２が収容凹部１２０２の底面１２０２Ａに臨む。
　パネル用ケース３４の矩形枠状の内面３４０４のうち、下側の長辺に沿ってパネル側動
画撮影用スイッチ３２Ａ、パネル側ズーム用スイッチ３２Ｂ、メニュー操作用スイッチ３
２Ｃが配置されている。
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　また、本実施の形態では、ディスプレイパネル２０の表示面２００２にタッチパネル２
１が設けられ、タッチパネル２１はコントロール回路１１０に接続されている。したがっ
て、表示面２００２に表示されたアイコンに対応するタッチパネル２１の箇所を指やスタ
イラスで触れることにより、コントロール回路１１０に操作信号が入力され種々の操作が
できるようになっている。
　図２に示すように、収容凹部１２０２の底面１２０２Ａにスピーカ２２、メモリカード
用スロット１１８などが設けられ、それらは収納位置（イ）でディスプレイパネル２０に
より隠される。
【００１３】
　図１１乃至図１４はカバー３６が閉位置に位置した状態の説明図で、図１１は収容凹部
１２０２の斜視図、図１２は図１１の正面図、図１３は操作部材３８およびカバー３６が
組み込まれた状態をケース本体１２の内側から見た正面図、図１４は図１３の状態に押さ
え部材４０を設けた状態の正面図である。
　図１５乃至図１８はカバー３６が開位置に位置した状態の説明図で、図１５は収容凹部
１２０２の斜視図、図１６は図１５の正面図、図１７は操作部材３８およびカバー３６が
組み込まれた状態をケース本体１２の内側から見た正面図、図１８は図１７の状態に押さ
え部材４０を設けた状態の正面図である。
　図１９はカバー３６の斜視図である。
【００１４】
　図１５、図１６に示すように、収容凹部１２０２よりも下方に位置するケース本体１２
の左側面箇所には、前後に横長の凹部１２１０が設けられ、第１乃至第３のコネクタ１２
４、１２６、１２８はこの凹部１２１０の内側に組み込まれている。
　凹部１２１０の底面には開口が形成され、第１乃至第３のコネクタ１２４、１２６、１
２８の挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａはそれら開口を介してケース本体１２の左側
面の下部の表面に露出するように設けられ、それら挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａ
は、後述する操作部材３８が往復移動される方向と直交する方向である前後に並べられて
配置されている。
　詳細には、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａは、ディスプレイパネル２０が前記収
納位置（イ）に位置した状態で、ディスプレイパネル２０の外側に露出するケース本体１
２の左側面の下部に設けられている。なお、ディスプレイパネル２０が前記第２の使用位
置（ハ）に位置した状態でも、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａは、ディスプレイパ
ネル２０の外側に露出するケース本体１２の左側面の下部に設けられている。
　図１１、図１２に示すように、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを開閉するカバー
３６がケース本体１２に設けられている。
　挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａは、収容凹部１２０２の底面１２０２Ａよりも右
側方に変位した箇所（ケース本体１２の右側面方向に変位した箇所）に位置し、凹部１２
１０の上壁にはカバー３６が凹部１２１０上に出入りするための開口１２１２（図１１参
照）が形成されている。
　カバー３６を、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを開閉する方向に移動させる操作
部材３８がケース本体１２に設けられている。
　操作部材３８が設けられるケース本体１２の箇所は、ディスプレイパネル２０が前記収
納位置（イ）および前記第２の使用位置（ハ）に位置した状態でディスプレイパネル２０
により覆われる箇所であるケース本体１２の左側面であり、本実施の形態では、収容凹部
１２０２の底面１２０２Ａの箇所である。
【００１５】
　図１１に示すように、収容凹部１２０２の底面１２０２Ａに凹部１２０４が上下に延在
形成され、凹部１２０４の底面に溝１２０６が上下に延在形成されている。
　操作部材３８は溝１２０６内に該溝１２０６に沿って上下に往復移動可能に設けられて
いる。
　操作部材３８の先端は、凹部１２０４の周囲を構成する底面１２０２Ａと同じ高さか、
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または底面１２０２Ａよりもケース本体１２の右側面方向に変位して設けられ、収納位置
（イ）に位置したディスプレイパネル２０の表示面２００２の損傷防止や、第２の使用位
置（ハ）に位置したパネル用ケース３４の外面３４０２の損傷防止が図られている。
【００１６】
　操作部材３８とカバー３６とは硬質な合成樹脂材料を用いて一体に形成されている。
　詳細には図１９に示す硬質な合成樹脂材料からなるスライド部材４２に、操作部材３８
とカバー３６とが一体に形成されている。
　スライド部材４２は、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを覆う大きさの横長のカバ
ー用板部４２０２と、カバー用板部４２０２の長手方向の両側から前記長手方向と直交す
る方向にそれぞれ突出するガイド壁４２０４と、カバー用板部４２０２の長手方向の中央
から前記長手方向と直交する方向に突出する操作部材用板部４２０６とを備え、カバー用
板部４２０２によりカバー３６が構成され、操作部材用板部４２０６に操作部材３８が設
けられている。
　スライド部材４２はケース本体１２の内部でケース本体１２の側面の内側（収容凹部１
２０２の底面１２０２Ａの内側）に配設され、操作部材３８は溝１２０６を通り凹部１２
０４内に突出するように配設され、溝１２０６内で溝１２０６に沿って上下に往復移動可
能に設けられている。
【００１７】
　図１４、図１８に示すように、押さえ部材４０は、スライド部材４２の背面に当接して
スライド部材４２をケース本体１２との間に挟持する板部４００２を有し、板部４００２
の両側の縁部４００４が２つのガイド壁４２０４の内側面に接触することで、スライド部
材４２は上下方向にスライド可能に支持されている。
【００１８】
　図１１乃至図１４に示すように、操作部材３８が溝１２０６の下端である第１の位置に
位置した状態でカバー３６は挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを閉塞する閉位置とな
り、図１５乃至図１８に示すように、操作部材３８が溝１２０６の上端である第２の位置
に位置した状態でカバー３６は挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを開放しケース本体
１２の側面の内側（収容凹部１２０２の底面１２０２Ａの内側）に退避する開位置となる
。
　カバー３６が挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを閉塞する閉位置に位置した状態で
、カバー３６の表面と、収容凹部１２０２の前後および下部に位置するケース本体１２の
左側面の箇所とは同一面上に位置する。
　したがって、カバー３６は、閉位置と開位置との間で上下に往復直線移動する。
　また、操作部材３８が第１の位置と第２の位置との間で往復移動する間、言い換えると
、カバー３６が閉位置と開位置との間にわたって移動する際、操作部材用板部４２０６は
、操作部材３８が位置する箇所を除く溝１２０６の残りの部分を閉塞しており、ケース本
体１２内部への塵埃の侵入の防止が図られている。
【００１９】
　また、図１３、図１７、図１９に示すように、操作部材３８が第１の位置から第２の位
置に向かって移動し第１の位置と第２の位置との中間の箇所を越えた際に、操作部材３８
を第２の位置に付勢し、かつ、操作部材３８が第２の位置から第１の位置に向かって移動
し第１の位置と第２の位置との中間の箇所を越えた際に、操作部材３８を第１の位置に付
勢するトグルばね４４がカバー３６（スライド部材４２）の背面と、カバー３６に臨む押
さえ部材４０との間に設けられている。
　したがって、トグルばね４４により操作部材３８は第１の位置と第２の位置とに留まる
ように保持され、カバー３６は閉位置と開位置とに留まるように保持され、カバー３６の
開閉に伴う操作性の向上が図られている。なお、例えば、操作用部材３８が溝１２０６の
上下端に当接することで第１の位置と第２の位置とが決定される。
【００２０】
　本実施の形態によれば、操作部材３８を動かすことにより、カバー３６によって第１乃
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至第３のコネクタ１２４、１２６、１２８の挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａを簡単
に開閉でき操作性を向上させる上で有利となる。
　また、カバー３６が開位置に位置している場合には、カバー３６がケース本体１２内に
収容されているため、カバー３６が撮像装置側のコネクタにケーブルのコネクタを挿脱す
る際にじゃまになることがなく、コネクタ同士を挿脱する際の操作性を向上させる上で有
利となる。
　また、カバーをコネクタに係合させる従来のカバーと異なり、カバー３６自体は柔軟性
が不要であるため、ケース本体１２を構成する硬質な合成樹脂材料などと同一の材料で構
成することができる。
　したがって、カバー３６が閉位置に位置している場合には、カバー３６がケース本体１
２と一体的な外観を呈し、カバー３６が開位置に位置している場合には、カバー３６がケ
ース本体１２の内部に収容され外側にぶらさがることがないので、撮像装置１０のデザイ
ン性を高める上で有利となる。
　また、操作部材３８が、ディスプレイパネル２０が収納位置（イ）に位置した状態でデ
ィスプレイパネル２０によって覆われる箇所に設けられているため、例えば、携帯時にお
ける操作部材３８の誤操作を防止でき有利となる。
【００２１】
　なお、挿脱口１２４Ａ、１２６Ａ、１２８Ａは、ディスプレイパネル２０が前記収納位
置（イ）に位置した状態で、ディスプレイパネル２０の外側に露出するケース本体１２の
箇所であれば、ケース本体１２の上面、後面、下面、前面でもよいが、ケース本体１２の
側面の下部、上部、後部にすると、実施の形態のように、操作部材３８とカバー３６とを
一体化でき、また、操作部材３８とカバー３６の動きを単純化できるので、コストの低減
化、コンパクト化を図る上で有利となり、実施の形態のようにケース本体１２の左側面の
下部にすると、第１乃至第３のコネクタ１２４、１２６、１２８の何れかにケーブルのコ
ネクタを接続した状態で撮像装置１０の右側部を支障なく把持して撮影を行うことができ
、操作性を確保する上でより有利となる。
　また、このような構成は、ビデオカメラ以外のデジタルスチルカメラ、その他種々の撮
像装置に適用可能であることは無論であり、撮像装置だけではなく、ディスプレイパネル
を有するモニター部が機器本体に対して開閉または回動可能に構成された電子機器、例え
ば、ノート型パーソナルコンピュータや携帯電話機、モニター付ディスク再生装置などに
適用可能である。
【００２２】
　次に撮像装置１０に組み込まれたプリント配線基板について説明する。
　図２０は第１、第２のプリント配線基板４６、４８の配置を示す斜視図、図２１（Ａ）
、（Ｂ）は第１、第２のプリント配線基板４６、４８の組み立て説明図、図２２（Ａ）は
組み立てられた第１、第２のプリント配線基板４６、４８の平面図、（Ｂ）は（Ａ）のＢ
矢視図、（Ｃ）は（Ａ）のＣ矢視図、図２３は図２２（Ａ）のＡＡ線断面図、図２４は第
１のプリント配線基板４６の平面図、図２５（Ａ）は第２のプリント配線基板４８の平面
図、（Ｂ）は第２のプリント配線基板４８の背面図である。
【００２３】
　図２０に示すように、ケース本体１２の内部には不図示のシャーシが設けられ、このシ
ャーシに第１のプリント配線基板４６が取り付けられ、第１のプリント配線基板４６に第
２のプリント配線基板４８が取り付けられている。
　詳細に説明すると、図２１に示すように、第１、第２のプリント配線基板４６、４８は
リジッドな基板部４６０２、４８０２を有している。
　各基板部４６０２、４８０２は、絶縁基板と、その絶縁基板に形成された配線などで構
成されている。各基板部４６０２、４８０２には半田付けなどによって種々の電子部品が
実装され、それら電子部品は前記配線によって電気的に接続され、各種の電子部品が配線
によって電気的に接続されることで種々の回路が構成されている。なお、図２１乃至図２
５において符号４９は基板部４６０２、４８０２に実装される電子部品としてのＩＣ、Ｌ
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ＳＩ、チップ抵抗、チップコンデンサなどを示す。
　本実施の形態では、各基板部４６０２、４８０２で構成された回路によって、画像デー
タ処理部１０２、記録再生回路１０８、コントロール回路１１０などが構成されている。
【００２４】
　図２１、図２２に示すように、第１のプリント配線基板４６と第２のプリント配線基板
４８は、それら第１、第２のプリント配線基板４６、４８を電気的に接続するための基板
対基板接続用コネクタ５０、５２がそれら基板部４６０２、４８０２の厚さ方向に相対的
に移動されることで結合して相互に連結されている。
　このように連結された状態で、第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４６
０２、４８０２は、それら基板部４６０２、４８０２に実装された各種の電子部品が干渉
しない範囲内で互いに近接しかつ平行している。
　第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４６０２、４８０２は直線状に延在
する縁４６０４、４８０４を有し、基板対基板接続用コネクタ５０、５２により相互に連
結された状態で、第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４６０２、４８０２
の厚さ方向から見てそれら縁４６０４、４８０４が合致するように配置されている。
【００２５】
　図２１、図２３、図２４、図２５に示すように、第１、第２のプリント配線基板４６、
４８に設けられた基板対基板接続用コネクタ５０、５２は直線状に延在する細長形状のハ
ウジング５００２、５２０２を有している。
　第１、第２のプリント配線基板４６、４８に設けられた基板対基板接続用コネクタ５０
、５２は縁４６０４、４８０４の近傍でそのハウジング５００２、５２０２の長手方向を
縁４６０４、４８０４に平行させて配置されている。
　図２３に示すように、第１のプリント配線基板４６に設けられた基板対基板接続用コネ
クタ５０のハウジング５００２は、基板部４６０２に平行する上面を有し、この上面に凹
状の挿脱口５００４が設けられ、挿脱口５００４はハウジング５００２の長手方向に沿っ
て延在形成されている。
　第２のプリント配線基板４８に設けられた基板対基板接続用コネクタ５２のハウジング
５２０２は、基板部４８０２の厚さ方向に突出し挿脱口５００４に係脱可能な凸状の挿入
部５２０４が設けられ、挿入部５２０４はハウジング５２０２の長手方向に沿って延在し
ている。
　挿脱口５００４には、ハウジング５００２の長手方向に間隔をおいて多数の第１の接続
端子（不図示）が設けられ、挿入部５２０４には、ハウジング５２０２の長手方向に間隔
をおいて第１の接続端子にそれぞれ接続する第２の接続端子（不図示）が設けられている
。本実施の形態では、第１、第２の接続端子は１００個ずつ設けられ、第１、第２の接続
端子はそれぞれ０．３ｍｍピッチで設けられている。
　そして、基板部４６０２、４８０２の厚さ方向に第１、第２のプリント配線基板４６、
４８を相対的に移動することで、挿脱口５００４に挿入部５２０４が挿入されて結合され
、これにより基板対基板接続用コネクタ５０、５２が相互に連結され、第１、第２の接続
端子を介して第１のプリント基板４６と第２のプリント基板４８とが電気的に接続され相
互に信号や電源の授受が行われる。
【００２６】
　図２１、図２３、図２５に示すように、第２のプリント配線基板４８の基板部４８０２
が第１のプリント配線基板４６に向かい合う面と反対に位置する第２のプリント配線基板
４８の基板部４８０２の外面で基板対基板接続用コネクタ５２と対応する箇所に、第２の
プリント配線基板４８と外部とを電気的に接続するための外部接続用コネクタ５４が設け
られている。
　外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２は直線状に延在する細長形状を呈し、基
板部４８０２の厚さ方向で外面から離れる方向に突出し、その長手方向を基板対基板接続
用コネクタ５２の長手方向に平行させて配置されている。
　図２１、図２３に示すように、第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４６
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０２、４８０２の厚さ方向から見て外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２の輪郭
と基板対基板接続用コネクタ５２のハウジング５２０２の輪郭とは重複している。
　本実施の形態では、外部接続用コネクタ５４は複数設けられ、各外部接続用コネクタ５
４のハウジング５４０２は基板対基板接続用コネクタ５２のハウジング５２０２よりも長
さが短い直線状に延在する細長形状を呈しそれらの長手方向を基板対基板接続用コネクタ
５２の長手方向に平行させて同一直線上に位置するように配置されている。
　そして、第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４６０２、４８０２の厚さ
方向から見て複数の外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２の各輪郭と基板対基板
接続用コネクタ５２のハウジング５２０２の輪郭とは重複している。
【００２７】
　図２１に示すように、外部接続用コネクタ５４はフレキシブルプリント基板５６が接続
される（フレキシブル基板５６の端部に形成された複数の電極が接続される）フレキシブ
ルプリント基板接続用コネクタである。
　図２３に示すように、外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２は基板部４８０２
に平行する先端面５４０４を有し、この先端面５４０４にフレキシブルプリント基板５６
の先端が挿脱される挿脱口５４０６が設けられ、挿脱口５４０６はハウジング５４０２の
長手方向に沿って延在している。
【００２８】
　このような構成によれば、第１のプリント配線基板４６の基板対基板接続用コネクタ５
０に第２のプリント配線基板４８の基板対基板接続用コネクタ５２を結合する際には、図
２３に示すように、基板対基板接続用コネクタ５０、５２を互いに対向させた状態で、第
２のプリント配線基板４８の外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２の先端面５４
０４に指を掛け第１のプリント配線基板４６に向けて押圧することで簡単、確実に基板対
基板接続用コネクタ５０、５２を結合させることができ、第２のプリント配線基板４８に
無理な力がかかって変形することがなく、実装されているチップ部品が剥離するおそれが
なく、作業性の向上を図る上で有利となる。
　特に撮像装置１０がハイビジョン仕様であるため、第１、第２のプリント配線基板４６
、４８の間でやりとりされる信号数が多く、したがって、基板対基板接続用コネクタ５０
、５２に設けられる端子数は極めて多く、そのため、基板対基板接続用コネクタ５０、５
２を結合させるに要する力は従来の標準仕様の場合に比べて大きくなるので、外部接続用
コネクタ５４のハウジング５４０２を利用することでより大きな力でハウジング５４０２
の先端面５４０４を簡単に押圧でき、作業性の向上を図る上でより一層有利となる。
　また、このような構成によれば、第１、第２のプリント配線基板４６、４８の基板部４
６０２、４８０２の厚さ方向から見て外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２の輪
郭と基板対基板接続用コネクタ５２のハウジング５２０２の輪郭とが重複しているので、
第２のプリント配線基板４８の外部接続用コネクタ５４のハウジング５４０２の先端面５
４０４に指を掛けて第１のプリント配線基板４６に向けて押圧する際に、その力を確実に
基板対基板接続用コネクタ５２に伝達でき、作業性の向上を図る上で有利となる。
　また、このような構成によれば、第２のプリント配線基板４８の外部接続用コネクタ５
４のハウジング５４０２の挿入口５４０６にフレキシブルプリント基板５６を挿入する際
、挿入口５４０６に作用する力は、基板対基板接続用コネクタ５０、５２を互いに結合さ
せる方向に作用するため、基板対基板接続用コネクタ５０、５２の連結状態を確実に維持
しつつ、フレキシブルプリント基板５６を挿入口５４０６に結合することができる。
【００２９】
　なお、本例では、２枚のプリント配線基板を結合させる場合について説明したが、３枚
以上のプリント配線基板を結合させる場合にも同様に適用可能であり、その場合には、最
も外側に配置されるプリント配線基板に外部接続用コネクタを設け、この外部接続用コネ
クタのハウジングを基板部から突出させればよい。
　また、このようなプリント配線基板の構成は、デジタルスチルカメラ、その他種々の撮
像装置に適用可能であることは無論のこと、撮像装置以外の種々の電子機器にも適用可能
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である。
【００３０】
　次にパネル用ケース３４の第２の軸Ｐ２を中心とする回転を阻止する構造について説明
する。
　図２６はディスプレイパネル２０を第２の使用位置（ハ）に位置させた斜視図、図２７
は図２６のＡＡ線断面図である。
　図２、図２６、図２７に示すように、収容凹部１２０２の底面１２０２Ａに、パネル用
ケース３４が第２の使用位置（ハ）に位置した状態でパネル用ケース３４の内面３４０４
または表示面２００２がパネル用ケース３４の外面３４０２方向に押された際に、外面３
４０２に当接し第２の軸Ｐ２を中心としたパネル用ケース３４の回転を阻止する突起５８
が設けられている。
　詳細には、内面３４０４に設けられた操作スイッチ３２Ａ、３２Ｂ、３２Ｃが押圧され
た際に、あるいは、タッチパネル２１が押圧された際に、外面３４０２に当接し第２の軸
Ｐ２を中心としたパネル用ケース３４の回転を阻止する突起５８が設けられている。
　突起５８は、本実施の形態では、パネル用ケース３４が第２の使用位置（ハ）に位置し
た状態で、前辺部分に位置する、または、前辺部分の近傍に位置するパネル用ケース３４
の外面３４０２箇所に当接可能に設けられている。より詳細には、突起５８は、底面１２
０２Ａの前端上部に設けられている。
　なお、本実施の形態では、パネル用ケース３４が第２の使用位置（ハ）に位置した状態
で、内面３４０４の下部が押圧されても、上述のようにパネル用ケース３４は第２の軸Ｐ
２を中心に２７０度の範囲でしか回転できないため、第２の軸Ｐ２を中心に回転しない。
したがって、パネル用ケース３４が第２の軸Ｐ２を中心に２７０度以上の範囲で回転でき
る場合には、突起５８と同様な突起が底面１２０２Ａの下部に設けられることになる。
　また、パネル用ケース３４の内面３４０４に、パネル用ケース３４が収納位置（イ）に
位置した状態で突起５８が収容される凹部６０が形成されている。本実施の形態では、図
２に示すように、凹部６０は内面３４０４の前端上部に設けられている。
【００３１】
　このような構成によれば、突起５８がパネル用ケース３４の外面３４０２に当接するこ
とでパネル用ケース３４の第２の軸Ｐ２を中心とした回転が阻止され、パネル用ケース３
４がたつくことなく第２の使用位置（ハ）にしっかりと保持されるため、パネル用ケース
３４の外面３４０２が湾曲面を呈していても、タッチパネル２１あるいは操作スイッチ３
２Ａ、３２Ｂ、３２Ｃの押圧操作を快適かつ確実に行うことができ、デザイン性を高めつ
つパネル用ケース３４の内面３４０４側に設けられたスイッチ類の操作性の向上を図る上
で有利となる。
　また、突起５８を収容凹部１２０２の底面１２０２Ａに設けるといった極めて簡素な構
成によって、パネル用ケース３４の回転を阻止できるため、コストの上昇を抑えつつ、ま
た、デザイン性に優れる撮像装置１０を得る上で有利となる。
　また、本実施の形態では、突起５８を第２の軸Ｐ２の近傍に設けたため、内面３４０４
に設けられた操作スイッチ３２Ａ、３２Ｂ、３２Ｃが押圧された際の、あるいは、タッチ
パネル２１が押圧された際の、第２の軸Ｐ２を中心としたパネル用ケース３４の回転を確
実に阻止する上で有利となる。
【００３２】
　なお、突起５８の形状や個数、配置箇所は適宜変更可能である。
　また、収容凹部１２０２は省略してもよく、その場合には、収納位置（イ）において表
示面２００２が近接するケース本体１２の収納面はケース本体１２の側面などとなるが、
実施の形態のように収容凹部１２０２を設けると、パネル用ケース３４が収納位置（イ）
に位置した状態での撮像装置１０のデザイン性を高める上で有利となる。
　また、収納面に突起５８を設けずにパネル用ケース３４の外面３４０２に突起５８を設
けてもよいが、実施の形態のように収納面に突起５８を設けると、パネル用ケース３４が
収納位置（イ）に位置した際にパネル用ケース３４により突起５８が隠されるため、撮像
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装置１０のデザイン性を高める上で有利となる。
　また、本例では、撮像装置がビデオカメラである場合について説明したが、このような
構成はデジタルスチルカメラ、その他種々の撮像装置に適用可能であることは無論のこと
、モニター付のプリンタ装置など撮像装置以外の種々の電子機器にも適用可能である。
【００３３】
　次に開閉蓋２５の検出機構６６について説明する。
　図２８は開閉蓋２５の検出機構６６の構成を示す斜視図、図２９は検出機構６６の動作
説明図、図３０は開閉蓋２５の検出機構６６およびロック機構６２に関わる制御系のブロ
ック図である。
　まず、ロック機構６２について説明する。
　ロック機構６２は、ディスク装着部２４を閉塞した閉塞位置に開閉蓋２５をロックする
ロック状態の形成とロック状態の解除を行うものである。
　ロック機構６２は、図３に示すように、ディスク装着部２４の前方に位置するケース本
体１２の右側面箇所の内部に設けられている。
　図３０に示すように、ロック機構６２は、ケース本体１２の内部に取着された電磁ソレ
ノイド６２０２と、電磁ソレノイド６２０２の可動鉄心６２０２Ａに連結されたロック板
６２０４と、可動鉄心６２０２Ａを突出する方向に付勢する不図示のばねを含み、ロック
板６２０４は、開閉蓋２５の係合爪６２０６に係脱する。
　すなわち、ロック板６２０４は常に突出した状態に位置しており、開閉蓋２５が開放位
置から閉塞位置に移動する際に、係合爪６２０６の傾斜面６２０６Ａに当接してロック板
６２０４は不図示のばねの付勢力に抗していったん後退し、開閉蓋２５が閉塞位置に位置
すると不図示のばねの付勢力により突出して係合爪６２０６に係合する。これにより、デ
ィスク装着部２４を閉塞した閉塞位置に開閉蓋２５をロックするロック状態が形成される
。
　また、蓋開放スイッチ６４が操作されると、コントロール回路１１０が電磁ソレノイド
６２０２に電流を供給して可動鉄心６２０２Ａが没入され、これによりロック板６２０４
と係合爪６２０６との係合が解除され、開閉蓋２５は開放位置に向かって移動可能な状態
となる。
　このようにコントロール回路１１０によってロック機構６２が制御されることにより、
光ピックアップ２４０４によるディスク状記録媒体２に対する光ビームの照射がなされデ
ィスク状記録媒体２に対する記録動作がなされている状態で開閉蓋２５が不用意に開放さ
れて記録動作が途中で停止しデータが破損してしまうことなどが防止されている。
【００３４】
　また、光ピックアップ２４０４による光ビームの照射中にロック機構６２が何らかの原
因で機能しない状態で誤って開閉蓋２５が閉塞位置から開放されると、ディスク状記録媒
体２や光ピックアップ２４０４の故障を招くなどの不都合が生じるおそれがある。このよ
うな不都合を回避するために、開閉蓋２５の閉塞位置から開く方向への動きを検出する検
出機構６６が設けられており、本発明はこの検出機構６６に適用される。
　コントロール回路１１０は、光ピックアップ２４０４による光ビームの照射中に、検出
回路によって開閉蓋２５の閉塞位置から開く方向への動きを検出すると、記録再生機構１
１２（図４参照）を制御することにより光ピックアップ２４０４による光ビームの照射と
前記スピンドルモータのディスク状記録媒体２の回転との双方を停止し、これによりディ
スク状記録媒体２や光ピックアップ２４０４の保護が図られる。
【００３５】
　検出機構６６は、ケース本体１２の内部でディスク装着部２４を構成する凹部１３の外
側に配置されている。本実施の形態では、図３に示すように、開閉蓋２５の揺動軸心Ｏ３
の近傍の箇所であるケース本体１２の右側面の後部かつ下部に配置されている。
　図２８、図２９に示すように、検出機構６６は、スライド部材６８とばね７０とセンサ
７２とを含んで構成されている。
【００３６】
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　図２８、図２９に示すように、スライド部材６８は、細幅な前部６８０２と、幅広な後
部６８０４とを有している。
　後部６８０４は、ケース本体１２に設けられた不図示のガイドにより支持され、これに
よりスライド部材６８は、開閉蓋２５が閉塞位置に位置した状態で周面板部２５０４に直
交する面内（交差する面内）において周面板部２５０４に離間接近する方向に移動可能に
配設されている。
　そして、図３、図２９に示すように、凹部１３の側面１３０４に開口１３０６が設けら
れ、スライド部材６８の前部６８０２は、この開口１３０６を通って凹部１３内に出没し
、閉塞位置に位置する開閉蓋２５の周面板部２５０４に当接可能に配設されている。本実
施の形態では、周面板部２５０４に、スライド部材６８の前部６８０２を確実に当接する
ための被当接面２５１０が設けられている。
【００３７】
　図２８に示すように、ばね７０は、後部６８０４の軸６８０６に巻装されて配設され、
その長手方向の一端がケース本体１２側に係止し他端が後部６８０４側に係止し、スライ
ド部材６８を、前部６８０２が開口１３０６から突出する方向に付勢している。
　周面板部２５０４が凹部１３の外側に変位した状態で、後部６８０４の前縁が開口１３
０６の周囲の側面１３０４の箇所に当接することで、スライド部材６８は開口１３０６を
通って凹部１３に最も突出する図２９に実線で示す最大突出位置（ホ）となる。
　また、最大突出位置（ホ）において凹部１３の底面１３０２から離れた側のスライド部
材６８の前部６８０２の箇所に、開閉蓋２５の閉塞位置への移動に伴って周面板部２５０
４が凹部１３に侵入する際に、周面板部２５０４の先端縁２５０４Ａに接触してスライド
部材６８を開口１３０６からケース本体１２の内部に後退させる傾斜面６８１０が形成さ
れている。
　本実施の形態では、スライド部材６８の前部６８０２が周面板部２５０４に（被当接面
２５１０に）当接する先端箇所６８１２は、開閉蓋２５が閉塞位置から開く方向に移動す
る際に、周面板部２５０４が移動する方向に沿った長さＬを有している。
【００３８】
　センサ７２はスライド部材６８の後部６８０４に臨むようにケース本体１２に設けられ
、スライド部材６８の移動に伴い、後部６８０４に接触する接触片７２０２の傾きにより
スライド部材６８の変位を検出し、その検出信号をコントロール回路１１０に供給する。
【００３９】
　このような構成によれば、ロック機構６２により開閉蓋２５のロック状態が形成されて
いるにも拘わらず、ユーザーによる誤操作により開放蓋２５に対して開放方向の力が加わ
ることで弾性変形などによって開閉蓋２５が開かれる方向に僅かに移動したとしても、ス
ライド部材６８の前部６８０２が周面板部２５０４に当接している間、スライド部材６８
は移動せずセンサ７２による検出動作はなされない。
　しかも、スライド部材６８は、開閉蓋２５が閉塞位置に位置した状態で周面板部２５０
４に直交する面内（交差する面内）において周面板部２５０４に離間接近する方向に移動
可能に配設されているので、開閉蓋２５が開く際に、前部６８０２の周面板部２５０４へ
の当接状態をより長い間維持できる。
　したがって、誤操作によって開放蓋２５が多少変形しても、コントロール回路１１０は
、光ビームの出射やディスク状記録媒体の回転の停止を行わず、ディスク状記録媒体２に
対する記録動作が途中で停止しデータが破損してしまうといった事態を防止することがで
き、ディスク状記録媒体２に対する記録動作を安定して行う上で有利となる。
　また、スライド部材６８が当接する箇所は、開閉蓋２５の周面板部２５０４の箇所であ
り、周面板部２５０４はもともと開閉蓋２５に設けられている箇所であり強度を有してい
る箇所であるため、部品点数の増加を抑え、安価な検出機構を得る上で有利となる。
　また、本実施の形態では、スライド部材６８が、開閉蓋２５の揺動軸心Ｏ３の近傍の箇
所に配置され、この箇所は、開閉時における開閉蓋２５の揺動量が少ないところであるた
め、前部６８０２の周面板部２５０４への当接状態をより長い間維持でき、ディスク状記
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録媒体２に対する記録動作を安定して行う上でより一層有利となる。
　また、本実施の形態では、スライド部材６８の前部６８０２が周面板部２５０４に（被
当接面２５１０に）当接する先端箇所６８１２は、周面板部２５０４が移動する方向に沿
った長さＬを有しているので、周面板部２５０４が開閉蓋２５の閉塞位置から開放位置に
向かって移動する際、スライド部材６８の前部６８０２の周面板部２５０４への当接状態
をより長い間維持でき、ディスク状記録媒体２に対する記録動作を安定して行う上でより
一層有利となる。
【００４０】
　次に比較例について説明する。
　図３１は比較例における検出機構の動作説明図であり、実施の形態と同様の部材および
部分には同一の符号を付して説明する。
　比較例では、スライド部材６８を設ける代わりに、開閉蓋２５の周面板部２５０４の先
端縁２５０４Ａによって押圧変形されるばね板Ｘをケース本体１２の内部に設け、ばね板
Ｘの変位量をセンサ７２によって検出するようにしている。
　比較例では、ばね板Ｘの変位方向と周面板部２５０４の変位方向とが同一であるため、
開閉蓋２５が開かれる方向に変位した際にばね板Ｘは開閉蓋２５に常時追従して変位する
ので、開閉蓋２５が閉塞位置に位置した状態を検出するばね板Ｘの姿勢が鋭敏に変形する
。したがって、開閉蓋２５のわずかな移動によりセンサ７２が開閉蓋２５の開く方向への
移動を検出することになり、ディスク状記録媒体２に対する記録動作を安定して行う上で
不利となる。これに対して、本実施の形態では、開閉蓋２５が僅かに移動してもセンサ７
２による検出動作はなされないので、ディスク状記録媒体２に対する記録動作を安定して
行う上で有利である。
【００４１】
　なお、開閉蓋２５の検出機構６６について、ディスク装置がビデオカメラである場合に
ついて説明したが、検出機構６６はディスク状記録媒体を用いるデジタルスチルカメラ、
その他種々の撮像装置に適用可能であることは無論のこと、ＣＤプレーヤー、ＭＤプレー
ヤー、ＤＶＤプレーヤーなど従来公知の種々のディスク装置に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】実施の形態の撮像装置１０の構成を示す斜視図である。
【図２】実施の形態の撮像装置１０の構成を示す斜視図である。
【図３】実施の形態の撮像装置１０の構成を示す斜視図である。
【図４】撮像装置１０の制御系の構成を示すブロック図である。
【図５】撮像装置１０の左側面図である。
【図６】図５のＡ矢視図である。
【図７】図５のＢ矢視図である。
【図８】図５のＣ矢視図である。
【図９】図６のＤ矢視図である。
【図１０】ディスプレイパネル２０の平面図である。
【図１１】収容凹部１２０２の斜視図である。
【図１２】図１１の正面図である。
【図１３】操作部材３８およびカバー３６が組み込まれた状態をケース本体１２の内側か
ら見た正面図である。
【図１４】図１３の状態に押さえ部材４０を設けた状態の正面図である。
【図１５】収容凹部１２０２の斜視図である。
【図１６】図１５の正面図である。
【図１７】操作部材３８およびカバー３６が組み込まれた状態をケース本体１２の内側か
ら見た正面図である。
【図１８】図１７の状態に押さえ部材４０を設けた状態の正面図である。
【図１９】カバー３６の斜視図である。
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【図２０】第１、第２のプリント配線基板４６、４８の配置を示す斜視図である。
【図２１】（Ａ）、（Ｂ）は第１、第２のプリント配線基板４６、４８の組み立て説明図
である。
【図２２】（Ａ）は組み立てられた第１、第２のプリント配線基板４６、４８の平面図、
（Ｂ）は（Ａ）のＢ矢視図、（Ｃ）は（Ａ）のＣ矢視図である。
【図２３】図２２（Ａ）のＡＡ線断面図である。
【図２４】第１のプリント配線基板４６の平面図である。
【図２５】図２５（Ａ）は第２のプリント配線基板４８の平面図、（Ｂ）は第２のプリン
ト配線基板４８の背面図である。
【図２６】ディスプレイパネル２０を第２の使用位置（ハ）に位置させた斜視図である。
【図２７】図２６のＡＡ線断面図である。
【図２８】開閉蓋２５の検出機構６６の構成を示す斜視図である。
【図２９】検出機構６６の動作説明図である。
【図３０】開閉蓋２５の検出機構６６およびロック機構６２に関わる制御系のブロック図
である。
【図３１】比較例における検出機構の動作説明図である。
【符号の説明】
【００４３】
　１０……撮像装置、１２……ケース本体、２４……ディスク装着部、２５……開閉蓋、
３４……パネル用ケース、３６……カバー、３８……操作部材、４６……第１のプリント
配線基板、４８……第２のプリント配線基板、４６０２、４８０２……基板部、５０、５
２……基板対基板接続用コネクタ、５４……外部接続用コネクタ、５４０２……ハウジン
グ、５８……突起、６０……凹部、６６……検出機構。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】



(23) JP 4264555 B2 2009.5.20

【図２３】 【図２４】

【図２５】 【図２６】
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【図２７】 【図２８】

【図２９】 【図３０】

【図３１】
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